






































































































































































































































































































































































































































32	 高柳・前掲注7）127頁によれば、「General	Counsel が CEOなど経営トップとの意見の対立を克服できない場合の
最後の手段は辞任（resignation）である」。
組織内弁護士研修講義録
－13－
Ⅳ．法務責任者に求められる資質―むすびにかえて
　法務責任者に求められる資質として第一に挙げられるのは、高度の倫理観と卓越したビジネス感
覚である。前者については言うまでもないが、後者については、いくら豊富な法律知識を有してい
ても、それを会社のビジネスに活かせないのでは意味がない。何度も言及してきたが、法務部門お
よびその責任者の使命は、あらゆる状況において、会社にとってのベスト・インタレストを追求し
ていくことにある。それを実現するためには、会社のビジネスや将来ビジョンを的確に把握し、業
務に反映していくことが不可欠なのである。
　第二に、縮小する国内マーケットを抱える日本企業に求められているのはさらなる国際化である。
契約社会、訴訟社会の海外、とくに欧米との競争に勝ち抜いて、生き残っていくためにも、法務責
任者には優れたグローバル感覚が求められる。十分な海外法務機能を持たずにグローバル展開を行
っている企業においては、早急にその体制を整備する必要がある。それを持たずに、グローバルに
ビジネスを行うことは、丸腰で海外の企業との戦いに臨むようなものなのである。
　第三に、「逃げない、ブレない、あきらめない」という姿勢を保ち続けることである。とくに、法
務責任者としても、法務部門としても重要なことの一つに、「ブレない」判断を下すことが挙げられ
る。何ら事情の変更がないにもかかわらず、いったん下した判断を安易に覆したり、類似の案件に
対して、前の案件とは異なる判断をするようでは法務部門の信頼性は大きく揺らいでしまう。もち
ろん、下した判断の誤りを正すのに躊躇があってはいけないが、それを避けるためにも、案件の処
理にあたってはできる限り多くの情報を収集し、それらの情報を取捨選択して、迅速かつ的確な判
断を下す能力を養うことが必要である。そのうえで、法務責任者としての矜持を保ち、自分が下し
た判断に自信を持つこと、どのような抵抗に遭おうが、政治的圧力を加えられ、あるいは、雇用そ
のものが脅かされようが、それに抗してベスト・インタレストの実現を図っていかなければならな
いのである。
　第四の資質としては、長期ビジョンを立てる能力があげられる。法務組織の強化を図るには、多
くの年月を要する。５年、10年といった中・長期のビジョンを策定し、それにもとづいて、人員の
増員や教育・育成を図っていく必要がある。それを実現するには、経営陣を説得し、他部署からの
抵抗や邪魔立てを排除するなど多くの労苦を伴う。法務責任者には、そのような労苦をものともせず、
実行可能な長期ビジョンにもとづいて理想の組織を作り上げていくという姿勢が求められるのである。
　最後に、不正に対して鋭い嗅覚を持つことが必要である。そのためには、経営トップの顔色をう
かがい、その指示を待っているような法務責任者であっては決してならない。組織において不正は
必ず起こりうるという認識のもと、法務責任者には、幅広い社内の人的ネットワークを構築し、さ
まざまな情報の収集に日々努めるとともに、わずかな情報からでも不正の存在を嗅ぎ当てて、これ
を未然に防止し、すでに起こってしまった場合には、これによる会社へのダメージを最小限にとど
める努力が求められるのである。
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